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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第105期
第３四半期
連結累計期間

第106期
第３四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （千円） 58,550,376 59,046,596 78,656,024

経常利益 （千円） 2,432,900 2,560,404 3,040,949

四半期（当期）純利益 （千円） 1,517,857 1,396,374 2,036,655

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 892,373 775,738 1,093,523

純資産額 （千円） 43,280,837 43,675,207 43,476,832

総資産額 （千円） 85,510,675 80,019,257 79,213,851

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 54.07 49.75 72.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 48.19 49.68 －

自己資本比率 （％） 50.1 54.0 54.3

　

回次
第105期
第３四半期
連結会計期間

第106期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日

至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.34 29.00

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第105期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。

４　第105期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５　第106期第１四半期連結会計期間から潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定にあたり、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しており

ます。当該会計方針の変更は遡及適用され、第105期第３四半期連結累計期間及び第105期連結会計年度の潜在

株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、連結子会社であった(株)タイホウテクノサービスは、第２四半期連結会計期間において清算結了

しています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による景気の停滞から緩やかな回復が

見られるものの、欧州の金融不安や米国経済の低迷など世界的な経済の減速懸念等により、先行きは不透明

な状況で推移しました。

自動車業界におきましては、震災により被害を受けたサプライチェーンの復旧が進み、自動車生産台数の

回復が見られましたが、タイ洪水による被害、円高の定着等による収益への懸念が生じました。

このような経営環境の中、グループ一丸となり、「VISION2015」達成に向け、強固かつ高収益な体質づく

りに更なる努力をしてまいりました。

①売上高

当第３四半期連結累計期間の売上高は59,046百万円となり、前年同四半期に比べ496百万円の増収

（前年同四半期比0.8％増）となりました。

②営業利益

当第３四半期連結累計期間の営業利益は2,375百万円となり、前年同四半期に比べ25百万円の増益

(前年同四半期比1.1％増)となりました。

③経常利益

当第３四半期連結累計期間の経常利益は2,560百万円となり、前年同四半期に比べ127百万円の増益

(前年同四半期比5.2％増)となりました。

④四半期純利益

当第３四半期連結累計期間の四半期純利益は1,396百万円となり、前年同四半期に比べ121百万円の

減益(前年同四半期比8.0％減)となりました。

セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

①自動車部品関連事業

自動車部品関連事業においては、売上高が51,542百万円となり、前年同四半期に比べ1,139百万円の

減収（前年同四半期比2.2％減）となりました。

②自動車製造用設備関連事業

自動車製造用設備関連事業においては、売上高が7,353百万円となり、前年同四半期に比べ1,652百万

円の増収（前年同四半期比29.0％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

①流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は36,025百万円であり、前連結会計年度末に比

べ1,813百万円増加しております。受取手形及び売掛金の676百万円の増加が主な要因であります。

②固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は43,993百万円であり、前連結会計年度末に比

べ1,008百万円減少しております。投資有価証券の511百万円の減少が主な要因であります。

③流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は17,525百万円であり、前連結会計年度末に

比べ2,307百万円減少しております。１年内返済予定の長期借入金の2,388百万円の減少が主な要因で

あります。

④固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は18,818百万円であり、前連結会計年度末に

比べ2,914百万円増加しております。長期借入金の3,436百万円の増加が主な要因であります。

⑤純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は43,675百万円であり、前連結会計年度末に比

べ198百万円増加しております。利益剰余金の822百万円の増加と為替換算調整勘定の506百万円の控除

額増加が主な要因であります。

　

(3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,225百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,400,000

計 48,400,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 28,222,657 28,222,657

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 28,222,657 28,222,657－ －

(注)　提出日現在の発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 28,222,657－ 6,193,989－ 9,824,045

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 153,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,041,800 280,418 －

単元未満株式 普通株式 27,757 － －

発行済株式総数 　 28,222,657 － －

総株主の議決権 － 280,418 －

(注)１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が次の通り含まれております。

　　　自己保有株式　　　　　　　　　　39株

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿により記載しておりま

す。

　
②　【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

大豊工業株式会社
愛知県豊田市緑ヶ丘

３丁目65番地
153,200 － 153,200 0.54

計 － 153,200 － 153,200 0.54

　

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,378,506 10,905,418

受取手形及び売掛金 15,154,952 15,831,144

有価証券 300,381 199,969

商品及び製品 1,811,919 2,018,905

仕掛品 1,565,183 1,926,651

原材料及び貯蔵品 2,451,820 2,511,606

繰延税金資産 1,251,490 1,123,505

その他 1,321,077 1,518,486

貸倒引当金 △23,563 △9,946

流動資産合計 34,211,769 36,025,740

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 23,965,637 24,286,266

減価償却累計額 △13,679,737 △14,209,824

建物及び構築物（純額） 10,285,899 10,076,442

機械装置及び運搬具 67,828,408 67,471,830

減価償却累計額 △53,400,320 △54,499,940

機械装置及び運搬具（純額） 14,428,087 12,971,889

工具、器具及び備品 13,785,013 14,145,638

減価償却累計額 △12,938,205 △13,421,801

工具、器具及び備品（純額） 846,807 723,837

土地 12,687,269 12,970,346

リース資産 98,650 130,757

減価償却累計額 △42,021 △61,229

リース資産（純額） 56,628 69,528

建設仮勘定 1,588,582 2,893,291

有形固定資産合計 39,893,275 39,705,335

無形固定資産

リース資産 51,894 59,603

その他 496,306 512,317

無形固定資産合計 548,201 571,921

投資その他の資産

投資有価証券 2,482,742 1,971,529

長期貸付金 51,355 49,347

繰延税金資産 1,263,456 831,008

その他 799,124 900,447

貸倒引当金 △36,072 △36,072

投資その他の資産合計 4,560,605 3,716,259

固定資産合計 45,002,082 43,993,516

資産合計 79,213,851 80,019,257
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,252,377 11,112,055

短期借入金 300,107 300,000

1年内返済予定の長期借入金 3,395,382 1,007,272

未払費用 3,840,197 3,147,057

未払法人税等 535,067 104,488

役員賞与引当金 154,101 110,375

リース債務 41,406 48,875

その他 1,314,395 1,695,709

流動負債合計 19,833,035 17,525,834

固定負債

長期借入金 13,281,817 16,718,633

繰延税金負債 396,091 315,590

退職給付引当金 1,340,711 1,132,036

役員退職慰労引当金 332,265 251,351

負ののれん 262,096 118,463

リース債務 65,540 78,885

資産除去債務 108,135 108,267

その他 117,324 94,987

固定負債合計 15,903,983 18,818,215

負債合計 35,737,019 36,344,049

純資産の部

株主資本

資本金 6,193,989 6,193,989

資本剰余金 9,662,802 9,662,802

利益剰余金 29,338,831 30,161,616

自己株式 △190,015 △190,082

株主資本合計 45,005,608 45,828,325

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 310,837 207,420

為替換算調整勘定 △2,287,960 △2,794,776

その他の包括利益累計額合計 △1,977,122 △2,587,356

新株予約権 97,969 99,412

少数株主持分 350,377 334,825

純資産合計 43,476,832 43,675,207

負債純資産合計 79,213,851 80,019,257
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 58,550,376 59,046,596

売上原価 48,457,515 48,341,057

売上総利益 10,092,861 10,705,538

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 649,197 614,102

役員報酬 253,167 244,286

従業員給料 1,627,216 1,794,929

賞与 583,720 557,695

退職給付費用 213,665 181,867

法定福利費 324,118 293,544

福利厚生費 337,625 342,694

役員退職慰労引当金繰入額 69,694 63,846

役員賞与引当金繰入額 110,339 111,513

賃借料 242,312 233,266

旅費及び交通費 160,459 152,896

減価償却費 219,000 220,505

研究開発費 1,692,061 2,224,961

その他 1,260,168 1,293,632

販売費及び一般管理費合計 7,742,747 8,329,743

営業利益 2,350,113 2,375,795

営業外収益

受取利息 47,550 36,892

受取配当金 32,647 30,726

投資有価証券売却益 125 64,800

負ののれん償却額 245,496 143,633

持分法による投資利益 118,282 81,054

その他 198,839 264,163

営業外収益合計 642,942 621,269

営業外費用

支払利息 200,501 180,229

固定資産除却損 114,412 71,514

為替差損 183,965 96,367

その他 61,276 88,548

営業外費用合計 560,155 436,660

経常利益 2,432,900 2,560,404

特別利益

新株予約権戻入益 21,818 34,224

受取和解金 － ※1
 26,460

その他 43,428 15,353

特別利益合計 65,246 76,037
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

特別損失

災害による損失 － 79,763

訴訟和解金 － ※1
 300,010

その他 417,252 20,892

特別損失合計 417,252 400,666

税金等調整前四半期純利益 2,080,895 2,235,776

法人税、住民税及び事業税 501,047 226,000

法人税等調整額 17,203 590,424

法人税等合計 518,251 816,425

少数株主損益調整前四半期純利益 1,562,643 1,419,350

少数株主利益 44,786 22,976

四半期純利益 1,517,857 1,396,374
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,562,643 1,419,350

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 91,202 △103,417

為替換算調整勘定 △752,524 △527,972

持分法適用会社に対する持分相当額 △8,948 △12,222

その他の包括利益合計 △670,270 △643,611

四半期包括利益 892,373 775,738

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 852,110 786,141

少数株主に係る四半期包括利益 40,263 △10,402
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(１)　連結の範囲の変更

(株)タイホウテクノサービスは第２四半期連結会計期間において清算結了したため、連結の範
囲から除外しております。

(２)　変更後の連結子会社の数

15社

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　
平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適
用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定する
ストック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストッ
ク・オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更
しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４

日）を適用しております。

（法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法」（平成23年度法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年

４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げおよび、復興特別法人税が課されること

となりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

39.9%から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度

に解消が見込まれる一時差異については37.3%に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解

消が見込まれる一時差異については34.9%となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）は127,538千円減少し、法人税等調整額が132,160千円増加してい

ます。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度

(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

アストラニッポンガスケット 
インドネシア（株）

45,000千円 ―

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

※１  受取和解金・訴訟和解金は、（株）ヴァレオジャパンとの和解成立によるものです。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３
四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれん
の償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日

  至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日

  至  平成23年12月31日)

減価償却費 4,483,210千円 3,788,246千円

負ののれんの償却額 △245,496千円 △143,633千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 336,83812.00平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 280,69710.00平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期
間の末日後となるもの
　　該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月15日
定時株主総会

普通株式 280,69510.00平成23年３月31日 平成23年６月16日 利益剰余金

平成23年10月27日
取締役会

普通株式 280,69510.00平成23年９月30日 平成23年11月25日 利益剰余金

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期
間の末日後となるもの
　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注) １
合計

調整額
(注) ２

四半期連結損
益計算書計上

額
(注) ３

自動車部品

関連事業

自動車製造

用設備関連

事業

計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 52,681,7025,700,83258,382,534167,84158,550,376－ 58,550,376

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 188,602188,602876,0761,064,678△1,064,678 －

計 52,681,7025,889,43558,571,1371,043,91859,615,055△1,064,67858,550,376

セグメント利益又は損
失（△）

5,667,478△85,0825,582,396134,6215,717,018△3,366,9042,350,113

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・作業改善コンサルティ

ング・自動車部品の物流・梱包等のサービス等を含んでおります。

     ２　セグメント利益又は損失の調整額△3,366,904千円は、主に全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費）となっております。

     ３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注) １
合計

調整額
(注) ２

四半期連結損
益計算書計上

額
(注) ３

自動車部品

関連事業

自動車製造

用設備関連

事業

計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 51,542,3227,353,20558,895,527151,06859,046,596－ 59,046,596

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 139,211139,211924,2731,063,484△1,063,484 －

計 51,542,3227,492,41759,034,7391,075,34160,110,081△1,063,48459,046,596

セグメント利益 5,150,762693,1235,843,886115,6995,959,585△3,583,7892,375,795

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・作業改善コンサルティ

ング・自動車部品の物流・梱包等のサービス等を含んでおります。

     ２　セグメント利益の調整額△3,583,789千円は、主に全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般管理費）

となっております。

     ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算
定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 54.07円 49.75円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 1,517,857 1,396,374

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,517,857 1,396,374

普通株式の期中平均株式数(株) 28,069,749 28,069,489

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 48.19円 49.68円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 3,426,982 37,597

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

（会計方針の変更）
第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号
　平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しております。
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定する
ストック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストッ
ク・オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更
しております。
これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額は48.19円であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　第106期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年10月27日開催
の取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり
中間配当を行うことを決議いたしました。
① 中間配当金の総額　　　　　　　　　　　280,695千円
② １株当たりの中間配当金　　　　　　　　　 10円00銭
③ 効力発生日ならびに支払開始日　　 平成23年11月25日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月14日

大豊工業株式会社

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川　原　光　爵

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    戸  田　　　栄

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊
工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の平成23年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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